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　旧千葉駅の移転に伴い、駅周辺商店街の優先的出店を促すなど地元商業の振興に重点を置き、千葉市中
心部の活性化に寄与することを目的としている。
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６　外郭団体による評価

７　所管局による評価

今後の方針

　令和７年度は、先行き不透明な経済動向を見据えながら、千葉ショッピングセンター商店街振興組合
等と連携し、テナントへの事業継続支援を行うことで、退店の防止や新たなテナント誘致を行うとともに、
災害発生時等の安全対策を講じるなど、貴社の強みである地域密着の商業施設として積極的な事業展
開を行っていただきたい。

総合評価
テナントの退店が5店舗あったものの、経年劣化した施設設備の補修や更新を行ったほか、地域貢献活
動として、引き続き千葉駅周辺の大型店との共催による「千葉えきまつり」の開催や、障害者の自立支援
活動へのスペースの提供を行うなど、地域貢献に取り組んでいただいた。

　今年度は、退店が5店舗、出店が3店舗あり、総店舗数は62店舗となった。経済環境の好転により、テ
ナントの売上げや来街者数は、ほぼコロナ渦前の水準まで回復している。
　また、経年劣化した施設設備の補修や更新を行ったほか、地域貢献活動として、引き続き千葉駅周辺
の大型店との共催による「千葉えきまつり」の開催や、障害者の自立支援活動へのスペースの提供を
行った。
　この結果、売上高は、前年度比100.2％と、前年度と同水準となったが、最終の当期純利益は、施設整
備費が低額にとどまったこともあり、前年度比107.4％の増益となった。

　緩やかな景気回復に伴い全店売上げ及び来街者数は、概ねコロナ禍前の水準まで回復してきている
ところであるが、経済や物価を巡る不確実性は引き続き高く、今後ともテナントの退店を防止するための
支援が必要である。施設設備には、老朽化対策や修繕・更新を要するものがある。また、安全対策とし
て、火災や地震等が発生した際の被害を最小限にとどめる対策も求められる。そのほか、ポストコロナで
復活したイベント等を支援し、地域貢献に努めていく必要がある。このような認識の下、本市中心部の商
業の振興と活性化に寄与する地域密着の商業施設としてさらなる魅力の向上を目指し、引き続き「営業
活動」「施設整備等」「安全対策」「地域貢献活動」の４つの事業に取り組んでいく。
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